
別紙１

計算書類に対する注記

（法人全体用）

１．継続事業の前提に関する注記                                                                      

　　該当なし

２．重要な会計方針                                                                                  

(1) 固定資産の減価償却の方法

　①有形固定資産

　　定額法によっている。

　②無形固定資産

　　定額法によっている。

　③リース資産

　　該当なし。

　④長期前払費用

　　定額法によっている。

(2) 引当金の計上基準

　①徴収不能引当金

　　債権の徴収不能額に備えるため、一括評価債権については過去の徴収不能額の発生割合により、

　　個別評価債権については個別に徴収可能性を勘案して徴収不能見込額を計上している。

　②賞与引当金

　　職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上している。

　③退職給付引当金

　　職員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務に基づき、当期末において発生していると

　　認められる額を計上している。

(3)消費税等の会計処理

　 消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっている。

３．重要な会計方針の変更                                                                            

　　該当なし

４．法人で採用する退職給付制度                                                                      

退職給付制度は、独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度及び静岡県社会福祉

事業共済会の退職共済制度によっている。



５．法人が作成する計算書類と拠点区分、サービス区分                                                  

　　当法人の作成する計算書類は以下のとおりになっている。

(1)法人全体の計算書類（会計基準省令第１号第１様式、第２号第１様式、第３号第１様式）

(2)拠点区分の計算書類（会計基準省令第１号第４様式、第２号第４様式、第３号第４様式）

(3)拠点区分事業活動明細書（会計基準別紙３（１１））は省略している。

(4)拠点区分資金収支明細書（会計基準別紙３（１０））

(5)拠点区分におけるサービス区分の内容

　ア　こばと保育園拠点区分（社会福祉事業）

　　「法人本部」

　　「こばと保育園」

６．基本財産の増減の内容及び金額                                                                    

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。                                                  

（単位：円）

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

土地    77,593,000            0            0   77,593,000

建物   107,568,955            0    3,600,608  103,968,347

合            計   185,161,955            0    3,600,608  181,561,347

７．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し                        

　　該当なし

８．担保に供している資産                                                                            

　該当なし

９．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高                                                

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。                            

（単位：円）

取得価額 減価償却 当期末残高

累計額

建物（基本財産）   164,412,530   60,444,183  103,968,347

建物（その他固定資産）     1,018,000      700,081      317,919

構築物    12,337,500   11,465,624      871,876

器具・備品    21,952,396   18,866,871    3,085,525

ソフトウェア       668,100      489,900      178,200

合            計   200,388,526   91,966,659  108,421,867



１０．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高                                          

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。                          

該当なし

１１．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益                                      

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、以下のとおりである。                    

該当なし

１２．関連当事者との取引の内容                                                                      

関連当事者との取引の内容は次のとおりである。                                                        

該当なし

１３．重要な偶発債務                                                                                

該当なし

１４．重要な後発事象                                                                                

該当なし

１５．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び                          

純資産の状態を明らかにするために必要な事項                                                          

29年度中に設備資金借入金の返済が終了し、担保資産に対する抵当権の抹消登記を行った。


